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上   場   会   社   名       株式会社　東武ストア 上場取引所　　東証市場第一部

コード番号       8274 本社所在都道府県　

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 東京都

              氏            名 東　文明 TEL (03) 5922 - 5242
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 10月 25日

１. 13年 8月中間期の連結業績（平成 13年 3月 1日 ～ 平成 13年 8月 31日）

(1)連結経営成績    (単位:百万円未満切捨)

営業収益 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 8月中間期 45,911 - 12 - △ 87 -
12年 8月中間期 - - - - - -
13年 2月期 94,747 229 31

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当

 ( 当 期 ） 純 利 益 たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 8月中間期 △ 4,257 - △ 83.00 -
12年 8月中間期 - - - -
13年 2月期 △ 1,333 △ 25.98 -
(注)1. 持分法投資損益    13年 8月中間期   - 百万円   12年 8月中間期   - 百万円   13年 2月期   - 百万円

    2. 中間期末のデリバティブ取引の評価損益 △ 5 百万円

    3. 期中平均株式数(連結)    13年 8月中間期 51,300,194 株   12年 8月中間期    - 株   13年 2月期 51,300,358 株

    4. 会計処理の方法の変更　　 無

    5. 営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
    　総  資  産     株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 8月中間期 56,396 27,169 48.2 529  61
12年 8月中間期 - - - -
13年 2月期 57,133 31,427 55.0 612  61
(注)期末発行済株式数(連結)    13年 8月中間期 51,300,315 株   12年 8月中間期   - 株   13年 2月期 51,300,989 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

  営業活動による 　投資活動による   財務活動による    現金及び現金同等物

  キャッシュ・フロー   キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー   期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 8月中間期 1,565 △ 1,045 △ 551 3,287
12年 8月中間期 - - - -
13年 2月期 345 358 △ 1,303 3,318

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
     連結子会社数   3社  持分法適用非連結子会社数  -社  持分法適用関連会社数  -社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
     連結(新規)   -社  (除外)  -社    持分法(新規)  -社  (除外)  -社

２. 14年 2月期の連結業績予想（ 平成 13年 3月 1日  ～  平成 14年 2月 28日 ）
　     営  業  収  益  　 経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 90,500 110 △ 4,120
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △80 円 30 銭 



企業集団の状況

当企業集団は、当社及び子会社３社で構成され、小売り及び小売り周辺事業を主な

内容とする事業活動を展開しております。

なお、子会社３社はいずれも連結子会社であります。

小売業 当社がスーパーマーケットチェーンを展開している他、株式会社東武フ

ーズがファストフード店等の運営を行っており、主に当社店舗内に出店

しております。また、株式会社東武マルシェが音楽ＣＤ等の販売を行っ

ており、当社店舗内に出店しております。

その他 株式会社東武警備サービスが、店舗、駐車場の保全管理等を行っており、

当社店舗についても行っております。

なお、その他の関係会社は、当社に一部店舗の土地・建物を賃貸している東武鉄道

株式会社であります。

事業の系統図は次のとおりであります。

消 費 者

商 商 商

品 品 品

株式会社 株式会社

東武フーズ 出店 当 社 出店 東武マルシェ

連結子会社 連結子会社

保

全

管 店舗の土地・建物の賃貸

理

等

駐車場等の保全管理等

株式会社

東武警備サービス

東武鉄道

連結子会社 株式会社

その他の関係会社



経 営 方 針

１．経営の基本方針

当社グループは、首都圏を地盤として展開しているスーパーマーケット「東武

ストア」とその周辺業務を主な内容として事業活動を展開している子会社３社よ

り構成されております。

当社グループは、「地域社会への奉仕と貢献」を企業理念とし、「お客様第一」

のモットーのもと、「より良い品をより安く」提供することで地域のお客様のニ

ーズにお応えし、よって発展してゆくことを経営の基本方針といたしております。

２．利益配分に関する基本方針

当社は、経営基盤の強化及び将来の事業展開への備えなどを勘案しつつ、株主

の皆様に業績に応じた、かつ安定的な配当を継続することを基本的な配当政策と

考えております。

なお、中間配当につきましては、諸般の事情を総合的に勘案いたし、その実施

を見送ることとさせていただきました。

今後も厳しい企業環境が予測されますが、早期復配を目指し、「お客様第一」

の実践による販売力の強化並びに経費の一層の削減等により、企業体質の強化に

努め、株主の皆様のご期待に沿うべく努力してまいる所存であります。

３．中長期的なグループの経営戦略

当社グループは、「地域社会への奉仕と貢献」という企業理念のもと、優良な

企業基盤の確立を目指し、次の事項を重点的に推進しているところであります。

〔株式会社東武ストア〕

「食を中心としたスーパーマーケット」志向を一層強め、また「お客様第一」

の実践による地域に密着した売場づくりの徹底を図っております。

また、商品構成・業種構成の見直しを柱とした個別店舗の活性化を積極的に進

めるとともに、業務のシステム化・効率化によるローコストオペレーションの構

築を推進し、収益構造の改善を図っております。

さらに、当社店舗のほとんどが駅前に立地している特性を活かし、閉店時刻の

繰り下げによる利便性の提供を行うとともに、簡便性が高く、近年伸長している

デリカ食品売場の強化を図っております。

〔株式会社東武警備サービス〕

業容拡大と効率経営の追求を主軸に、本業強化と人材育成に積極的に取り組み、

あわせて、基本を遵守した質の高い業務の提供に努めております。

〔株式会社東武フーズ〕

既存事業、既存店舗の徹底した見直しを行い、営業面の強化、効率的な人員配

置、また不採算店舗の閉鎖等を行い、安定的で健全な企業体質の構築を図ってお

ります。

〔株式会社東武マルシェ〕

既存事業、既存店舗の見直しを図り、あわせて従業員教育、諸経費の削減を徹

底し、健全な企業体質の構築を図っております。



４．経営管理組織の整備等に関する施策

株式会社東武ストアでは、迅速な意思決定及び間接部門経費の削減等を目的と

して、本年７月１日付けにて、業務本部と開発本部を統合し業務部を新設、これ

により従来の５本部制を３本部制にするなど本社組織スリム化等の組織変更を行

いました。

また平成12年６月より、毎週１回、各部門の幹部社員が出席し、店舗等からの

意見・改善提案を集中審議する会議を開催し、その場で結論を出し速やかに回答

を行うことにより、業務改善のスピードアップ、現場のモラールアップ及び幹部

社員の情報の共有化等に努めております。

同じく平成12年６月より、毎月１回、株式会社東武ストア及び子会社の社長、

役員による子会社月次報告会を開催し、連結経営の強化を図っております。

５．関連当事者との関係

株式会社東武ストアは東武鉄道株式会社の関連会社であり、株式会社東武スト

アの株式を同社が 14.7%、同社100%出資の東武コマース株式会社が 17.5%保有し

ております。

株式会社東武ストアは同社との間に、一部店舗の土地、建物を賃借するなどの

取引関係があります。

経 営 成 績

１．当上半期の概況

当上半期のわが国経済は、米国経済の減速による影響や株価の低迷、デフレの

進行等により、雇用・所得環境が一段と悪化し、個人消費の先行き不透明感もさ

らに強まってくるなど、景気の後退色が一層鮮明となってまいりました。

小売業界におきましても、生活不安を背景とする慎重な家計行動に加え、商品

の低価格化や同業・異業種との競争が一段と激しくなるなど、引き続き厳しい状

況におかれました。

このような状況のなか、当社グループの事業種類別の営業状況は次のとおりで

あります。

〔小売業〕

株式会社東武ストアでは、生鮮・食品部門の強化による「食を中心としたスー

パーマーケット志向の一層の徹底」と「地域に密着した販売態勢の確立」を基本

方針とした諸施策を実施してまいりました。

まず、既存店舗の活性化策として６店舗の改装を実施いたしましたが、このう

ち５店舗におきまして、競合店との差別化が可能な商品群である惣菜部門の強化

を中心とした生鮮・食品売場の改装を行い、改装後は各店ともほぼ順調に推移い

たしております。

商品面では、「良品で廉価な商品の品揃え」の一層の強化を目的として、健康

・環境・安全に配慮した商品の品揃えを充実するとともに、産地直接仕入商品の

増加と育成に注力してまいりました。

販売面では、地域のお客様の要望に素早く対応するため、昨年、地区事業部制

を施行いたしましたが、本部からこの地区事業部への商品構成、品揃え、販売促

進策等に関する権限の委譲を推進し、より地域に密着した効率的な店舗運営の徹

底を図ってまいりました。

新設店舗といたしましては、３月20日に武蔵浦和店（埼玉県さいたま市、売場

面積 1,087 ）、７月１日に蒲生店（埼玉県越谷市、売場面積 980 ）の２店舗



を開設いたしました。

また、７月には、迅速な意思決定、間接部門経費の削減及び店舗販売力の一層

の強化を目的として、本社組織のスリム化並びに営業活性化推進室の新設などの

組織変更を行いました。

東武ストア店舗内を中心にファストフード店などを展開している株式会社東武

フーズでは、ハンバーガー半額セール、牛丼チェーンの値下げ競争など、外食業

界全般にわたる低価格戦略の影響を受けたものの、営業時間延長、業態の一部変

更、店頭にての積極販売実施などの営業力強化、また人員の効率的配置などを通

じての経費削減などの諸施策を講じ、収益構造の改善を図ってまいりました。

東武ストア店舗内で、ＣＤ等の販売ショップを展開している株式会社東武マル

シェでは、既存事業や既存店を見直し、安定的な利益体質を構築すべく、営業力

の強化とローコストでの店舗運営の確立に向け、取り組んでまいりました。

〔その他〕

株式会社東武警備サービスでは、警備事業におきまして新規取引先の開拓及び

既存取引先との関係強化に努めるとともに、清掃事業におきましては従来の清掃

業務に加え管理員業務、ハウスクリーニング業務などを積極的に推進するなど、

事業の拡大に取り組んでまいりました。

これらの結果、当社グループの当中間連結会計期間の営業収益は 459億11百万

円、経常損失は87百万円、中間純損失は42億57百万円となりました。

キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりでありま

す。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」につきましては、税金等調整前純損失が

41億83百万円となりましたが、退職給付引当金の35億18百万円や減価償却費の６

億44百万円等により、現金及び現金同等物( 以下「資金」という。) が15億65百

万円増加いたしました。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」につきましては、固定資産の取得等に

より資金が10億45百万円減少いたしました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」につきましては、長期借入金の返済等

により資金が５億51百万円減少いたしました。

以上の結果、資金の中間期末残高は31百万円減少し、32億87百万円となりまし

た。

２．今後の見通し

当下半期につきましても、景気の先行きは依然として不透明で、個人消費の回

復は当面期待できそうもなく、当社グループを取り巻く経営環境も引き続き厳し

い状況が続くものと予測されます。

当社グループにおきましては、「お客様第一」の商売の原点に改めて立ち返り

「お客様に支持される売場づくりの徹底」に全員で取り組んでゆくとともに、デ

フレの進行により売上が伸び悩む状況の中で、業務の仕組みの見直しや効率的な

人員配置、パート化の推進などによりローコストで運営できる経営体質を構築し

てまいります。

これにより、企業基盤の強化に努め、早期に業績の回復を図ってまいる所存で

あります。

なお、当社グループの連結会計年度の業績につきましては、営業収益 905億円、

経常利益１億10百万円、当期純損失41億20百万円を見込んでおります。



中 間 連 結 貸 借 対 照 表

期 別 当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 前連結会計年度の要約連結貸借対照表
（平成 13年８月 31日現在） （平成13年２月 28日現在）

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ３，４１０ ２，７５４

売 掛 金 ３８３ ３９１

有 価 証 券 ２，５３２

た な 卸 資 産 ３，２０６ ３，３９２

繰 延 税 金 資 産 ２４ １１

そ の 他 １，４３８ １，７１８

流 動 資 産 合 計 ８，４６２ １５．０ １０，８０１ １８．９

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物 １４，５４４ １４，４１０

器 具 備 品 ６６７ ５６９

土 地 １３，９９６ １３，９９６

建 設 仮 勘 定 ７０

計 ２９，２０８ ５１．８ ２９，０４７ ５０．８

無 形 固 定 資 産

借 地 権 ４，４４４ ４，４４４

ソ フ ト ウ ェ ア ５３ ６０

そ の 他 ５４ ５４

計 ４，５５３ ８．１ ４，５５９ ８．０

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 １，２０９ ３１

差 入 保 証 金 ８，８３５ ８，６２４

差 入 敷 金 ３，８４６ ３，７６３

繰 延 税 金 資 産 ２ ２

そ の 他 ２７８ ３０４

計 １４，１７２ ２５．１ １２，７２４ ２２．３

固 定 資 産 合 計 ４７，９３４ ８５．０ ４６，３３２ ８１．１

資 産 合 計 ５６，３９６ １００．０ ５７，１３３ １００．０



期 別 当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 前連結会計年度の要約連結貸借対照表

（平成 13年８月 31日現在） （平成13年２月 28日現在）

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 負 債

買 掛 金 ３，７３４ ３，２０８

短 期 借 入 金 ７，５５１ ７，５６３

一 年 以 内 に 返 済 す る

長 期 借 入 金 １，０３７ １，２６１

未 払 法 人 税 等 ８７ １０４

未 払 消 費 税 １３８ ２９１

賞 与 引 当 金 １３０ １５８

そ の 他 １，５８６ １，３５３

流 動 負 債 合 計 １４，２６６ ２５．３ １３，９４１ ２４．４

固 定 負 債

長 期 借 入 金 １１，１８２ １１，４９７

退 職 給 付 引 当 金 ３，５１８

そ の 他 ２６０ ２６７

固 定 負 債 合 計 １４，９６０ ２６．５ １１，７６４ ２０．６

負 債 合 計 ２９，２２７ ５１．８ ２５，７０６ ４５．０

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １２，１４５ ２１．５ １２，１４５ ２１．３

資 本 準 備 金 １６，８１２ ２９．８ １６，８１２ ２９．４

連 結 剰 余 金 △ １，７８７ △ ３．１ ２，４７０ ４．３

（ △ 欠 損 金 ）

２７，１６９ ４８．２ ３１，４２７ ５５．０

自 己 株 式 △ ０ △ ０．０ △ ０ △ ０．０

資 本 合 計 ２７，１６９ ４８．２ ３１，４２７ ５５．０

負債、少数株主持分 ５６，３９６ １００．０ ５７，１３３ １００．０

及 び 資 本 合 計



中 間 連 結 損 益 計 算 書

当中間連結会計期間 前連結会計年度の
期 別 要約連結損益計算書

自 平成13年３月１日 自 平成12年３月１日
至 平成13年８月31日 至 平成13年２月28日

科 目
金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

百万円 ％ 百万円 ％
売 上 高 ４５，２０１ １００．０ ９３，３８６ １００．０
売 上 原 価 ３４，４５３ ７６．２ ７２，９９８ ７８．２

売 上 総 利 益 １０，７４８ ２３．８ ２０，３８８ ２１．８

営 業 収 入 ７１０ １．６ １，３６０ １．５

営 業 総 利 益 １１，４５８ ２５．３ ２１，７４８ ２３．３

販売費及び一般管理費 １１，４４５ ２５．３ ２１，５１９ ２３．０

営 業 利 益 １２ ０．０ ２２９ ０．２

営 業 外 収 益 １３６ ０．３ ３２３ ０．３
営 業 外 費 用 ２３５ ０．５ ５２１ ０．６

経常利益（△経常損失） △ ８７ △ ０．２ ３１ ０．０

特 別 利 益 ３７ ０．１ ３５ ０．０
特 別 損 失 ４，１３３ ９．１ １，２６３ １．３

税金等調整前中間（当期）純損失 ４，１８３ △ ９．３ １，１９７ △ １．３

法人税、住民税及び事業税 ８８ ０．２ １１６ ０．１
法 人 税 等 調 整 額 △ １３ △ ０．０ １８ ０．０

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ４，２５７ △ ９．４ １，３３３ △ １．４

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 の
期 別 要約連結損益計算書

自 平成13年３月１日 自 平成12年３月１日
至 平成13年８月31日 至 平成13年２月28日

科 目
金 額 金 額

百万円 百万円
連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２，４７０ ３，７７１

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ３２

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ４，２５７ １，３３３

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 △ １，７８７ ２，４７０
（△欠損金中間期末残高）



中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

前連結会計年度の要約
当中間連結会計期間

期 別 ｷｬｯｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 計 算 書
自 平成13年３月１日 自 平成12年３月１日

科 目 至 平成13年８月31日 至 平成13年２月28日
金 額 金 額

．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純損失 △ ４，１８３ △ １，１９７
減 価 償 却 費 ６４４ １，２７４
投資その他の資産の償却額 ９ ２９
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ２８ １５
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ３，５１８
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ １６ △ ７７
支 払 利 息 ２０２ ４５６
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ６３４ ４７１
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ ３７ △ ２
有形固定資産除却損及び廃棄損 ４４ １８１
売 上 債 権 の 増 減 額 ８ △ ２４
た な 卸 資 産 の 減 少 額 １８６ ２１８
仕 入 積 務 の 増 減 額 ５２６ △ ７１９
未 払 消 費 税 の 増 減 額 △ １５２ １６３
未 収 入 金 の 増 減 額 １９８ △ １４
未 払 金 の 増 加 額 １３６ ３２
未 払 費 用 の 増 減 額 １０７ △ ６６
そ の 他 ４１ １０６

小 計 １，８４１ ８４６
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １７ ７７
利 息 の 支 払 額 △ １８８ △ ４６２
法 人 税 等 の 支 払 額 △ １０４ △ １１６

営業活動によるキャッシュ・フロー １，５６５ ３４５
．投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ０ △ １０２
定期預金の払戻による収入 １２ １０１
有価証券の売却による収入 ２５ ３５
投資有価証券の取得による支出 △ ４ △ ８
投資有価証券の売却による収入 ４２ ６１
有形固定資産の取得による支出 △ ９７２ △ ９００
有形固定資産の売却による収入 ５ ４０
無形固定資産の取得による支出 △ ３ △ １１
差入保証金・敷金の差入による支出 △ ２８５ △ ２９
差入保証金・敷金の回収による収入 １３４ １，１４５
その他の投資活動による支出 ０ △ １
その他の投資活動による収入 ０ ２８

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １，０４５ ３５８
．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 に よ る 収 入 ５００ １３
短期借入金の返済による支出 △ ５１２ △ ２０２
長 期 借 入 に よ る 収 入 ２００
長期借入金の返済による支出 △ ７３９ △ １，１０５
自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 ４ ６
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ ４ △ ６

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５５１ △ １，３０３
．現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ０
．現金及び現金同等物の減少額 △ ３１ △ ６００

．現金及び現金同等物期首残高 ３，３１８ ３，９１８
．現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 ３，２８７ ３，３１８



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

全子会社（３社）を連結範囲に含めております。

当該子会社３社は、（株）東武マルシェ、（株）東武フーズ、（株）東武警備サービスであります。

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、全社６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、同中間決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、平
成13年７月１日から中間連結決算日である平成13年８月31日までに発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

３．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産 商 品 主に売価還元法による原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

有 価 証 券 満期保有目的債券 償却原価法

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券 移動平均法による原価法

デリバティブ 時 価 法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 定額法

だだし、連結子会社は定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備は除く）は定額法）

なお、取得価格が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償
却しております。

無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

投資その他の資産（その他） 均等償却

（３）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備え、回収不能見込額を計上しております。
一般債権については、貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権に

ついては、財務内容評価法によっております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備え、支給見込額のうち当中間連結会計期間負担額を計上
してしております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備え、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当中間連結会計期間末において発生していると認められる
額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(3,385百万円）については、当中間連結会計期間に

おいて特別損失として一括処理しております。

（３）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（４）重要なヘッジ会計の方法
当社は、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金利スワップ取引を行っ

ております。ヘッジ会計の適用対象となる金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす

ものにつき、特例処理を採用しております。



（５）消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりす。

追 加 情 報

１．退職給付会計

当中間連結会計期間から退職給付会計に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成10年６月16日))を適用しております。この結果、従来の方法に

よった場合と比較して、退職給付費用が 3,518百万円増加し、経常損失は 132百万円増加、税金等

調整前中間純損失は 3,518百万円増加しております。

２．金融商品会計

当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成11年１月22日))を適用し、有価証券の評価方法、貸倒引当金の計上

基準、デリバティブ取引の評価方法について変更しております。この結果、従来の方法によった場
合と比較して、経常損失は 5百万円増加、税金等調整前中間純損失は 640百万円増加しております。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、満期保有目的の債券に含まれて

いる債券のうち一年以内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それ以外は投資有価

証券として表示しております。
その結果、流動資産の有価証券は 1,809百万円減少し、投資有価証券は 1,809百万円増加してお

おります。

なお、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。平成12年大

蔵省第11号附則３号によるその他有価証券に係る中間貸借対照表計上額等は次のとおりです。

中間貸借対照表計上額 1,171百万円

時 価 1,069百万円

評価差額金相当額 △ 102百万円

注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）

（当中間連結会計期間末） （前連結会計年度末）

１．有形固定資産の減価償却累計額 17,840百万円 17,361百万円

２．担保提供資産及び担保付債務

担保に供している資産

有 価 証 券 百万円 10百万円

一年以内に償還される差入保証金 800百万円 842百万円
投 資 有 価 証 券 10百万円 百万円

差 入 保 証 金 8,482百万円 8,510百万円

計 9,293百万円 9,362百万円

対応する債務
一年以内に返済する長期借入金 752百万円 752百万円

長 期 借 入 金 8,542百万円 8,918百万円

計 9,294百万円 9,670百万円



（中間連結損益計算書関係）

（当中間連結会計期間） （前連結会計年度）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

広 告 宣 伝 費 447百万円 928百万円

給 料 手 当 3,536百万円 6,623百万円

退 職 給 付 費 用 275百万円 百万円

賞与引当金繰入額 130百万円 158百万円
光 熱 水 道 費 817百万円 1,779百万円

不 動 産 賃 借 料 2,704百万円 5,379百万円

減 価 償 却 費 644百万円 1,274百万円

２．営業外収益の主な内訳
受 取 手 数 料 46百万円 86百万円

受 取 利 息 12百万円 59百万円

３．営業外費用の主な内訳
支 払 利 息 202百万円 458百万円

４．特別利益の主な内訳

投資有価証券売却益 37百万円 7百万円
移 設 補 償 金 百万円 27百万円

５．特別損失の主な内訳

退職給付会計基準変更時差異 3,385百万円 百万円
投資有価証券評価損 634百万円 百万円

早 期 割 増 退 職 金 百万円 534百万円

有 価 証 券 評 価 損 百万円 471百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（当中間連結会計期間末） （前連結会計年度末）

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と

中間（期末）連結貸借対照表に掲載されている
科目の金額との関係

現 金 及 び 預 金 3,410百万円 2,754百万円

有 価 証 券 百万円 2,532百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 123百万円 △ 135百万円

株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券 百万円 △ 1,833百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物 3,287百万円 3,318百万円



（リ ー ス 取 引 関 係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度

取 得 価 額 減価償却累 中 間 期 末 取 得 価 額 減価償却累 期 末

相 当 額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 残高相当額

有形固定資産 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

器 具 備 品 1,804 986 817 1,903 1,073 829

無形固定資産

ソフトウェア 432 356 75 623 519 103

合 計 2,237 1,343 893 2,526 1,593 933

※取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額が有形固定資産の中間期末
（期末）残高等に占める割合が低い為、支払利子込み法により算定しております。

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（当中間連結会計期間） （前連結会計年度）
一 年 以 内 340百万円 346百万円

一 年 超 552 586

合 計 893 933

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

（当中間連結会計期間） （前連結会計年度）

支 払 リ ー ス 料 208百万円 450百万円

減価償却費相当額 208 450

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料

（当中間連結会計期間） （前連結会計年度）

一 年 以 内 2百万円 3百万円

一 年 超 1 2
合 計 4 6

（セ グ メ ン ト 情 報）

１．事業の種類別セグメント情報

当企業集団は、加工食品・生鮮食品などの食品を中心に衣料品、生活用品等の各種小売を主要な事業と

いたしております。
この小売業に係るセグメントの売上高、営業利益及び資産額が全セグメントの売上高合計、営業利益合

計、資産額合計の90％超のため、事業の種類別セグメント情報の掲載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はありませんので、該当事項はありません。

３．海外売上高

海外売上高はありませんので、該当事項はありません。



（有価証券関係）

※前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、中間財務諸表における注記事項として記載して

おります。

（当中間連結会計期間末）（平成13年８月31日現在）

有 価 証 券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

国債・地方債等 ３２ ３５ ２

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５

（前連結会計年度）（平成13年２月28日現在）

有価証券の時価等

（単位：百万円）

種 類 連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの

株 式 １，７７６ １，４２１ △ ３５４

債 券 ５７ ５９ ２

そ の 他

小 計 １，８３３ １，４８０ △ ３５２

固定資産に属するもの

株 式 ２６ １９ △ ６

債 券

そ の 他

小 計 ２６ １９ △ ６

合 計 １，８５９ １，５００ △ ３５９

(注) 時価の算定方法

上 場 有 価 証 券 東京証券取引所における最終価格であります。

開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

（流動資産） 割引短期国庫債券 ６９９百万円

（固定資産） 店頭売買株式を除く非上場株式 ５百万円



（デリバティブ取引関係）

※前中間会計期間に係る「デリバティブ取引」については、中間財務諸表における注記事項として

記載しております。

（当中間連結会計期間末）（平成13年８月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況

金利関連 （単位：百万円）

契 約 額 等

区 分 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

市場取引 金利スワップ取引

以外の取引 受取変動・支払固定 ２００ ２００ △ ５ △ ５

合 計 ２００ ２００ △ ５ △ ５

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

金利スワップ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

（前連結会計年度）（平成13年２月28日現在）

１．取引の状況に関する事項

当社が利用しているデリバティブ取引は金利スワップ取引で、財務上発生する金利リ

スクを回避するためのものであり、投機的な取引は行わない方針であります。

また、当該取引の相手先は、格付けの高い銀行であるためそのリスクはほとんどない

ものと認識しております。

なお、当該取引の都度、常勤役員会において検討の上、稟議手続きによる社長決裁を

得て、経理部財務担当が取引の実行及び管理を行っております。

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況

金利関連 （単位：百万円）

契 約 額 等

区 分 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

市場取引 金利スワップ取引

以外の取引 受取変動・支払固定 １，２２３ １，２２３ △ ５０ △ ５０

合 計 １，２２３ １，２２３ △ ５０ △ ５０

（注）金利スワップ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。



販 売 の 状 況
（単位：百万円）

期 別 当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度

区 分 金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％）

加工食品 14,439 31.4 29,003 30.6

売 生鮮食品 14,496 31.6 28,944 30.6

衣 料 品 3,902 8.5 8,316 8.8

上 生活用品 2,796 6.1 6,335 6.7

商 事 583 1.3 1,178 1.2

高 専 門 店 8,982 19.6 19,608 20.7

合 計 45,201 98.5 93,386 98.6

管 理 収 入 等 710 1.5 1,360 1.4

営 業 収 益 計 45,911 100.0 94,747 100.0




